再  意　見　書
経企第１１－２１６号
平成１２年２月７日
電気通信審議会
電気通信事業部会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　               郵便番号　104-8508

　　　　　　　　　　　　　　　　　　               住　　所　 eq \o\al(\s\up 17(とうきょうとちゅうおうくはっちょうぼり   ちょうめ     ばん     ごう),東京都中央区八丁堀四丁目７番１号)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　               氏　　名　 eq \o\ad(\s\up 15(にっぽんて　れ　こ　む　かぶしきがいしゃ),日本テレコム株式会社)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                eq \o\ad(\s\up 16(だいひょうとりしまりやくしゃちょう        むら  かみ       はる  お),代表取締役社長　村上　春雄)
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１１年１２月１７日付け郵通議第１００号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり再意見を提出します。
１．ＮＴＴ再編成について

第二電電（株）殿意見

○  去る１９９９年７月１日に実施されたＮＴＴ再編成に関する接続約款の変更等は、事務手続き上の理由等からやむを得ず、接続事業者からの意見聴取なしに処理されたと理解しております。

○  今回、ＮＴＴ再編成に関する事項について意見を提出させていただきますが、継続的に公正競争を担保するため、以下の項目については、毎年度継続的にパブリックコメントを実施し、意見の聴取を行っていただきたいと考えます。

（以下、項目が列挙されているが省略）

ＮＴＴ再編成においてネットワーク変更の時間的制約やサービス提供の継続性を考慮した結果、ＮＴＴコミュニケーションズ殿の接続条件は完全に他の接続事業者と同等になってはおりません。公正競争条件を確保するため、第二電電殿意見にて指摘されたように、再編成後のＮＴＴ各社の接続条件・取引状況もついて継続的にモニタリング・パブリックコメントの聴取を行っていただきたいと考えます。

２．中継交換機能（専用型）について

第二電電（株）殿意見

○　中継伝送機能（専用型）は、今回２４回線（1.5Ｍb/s相当）、６７２回線（50Ｍb/s相当）並びに２０１６回線（150Ｍb/s相当）の料金が設定されていますが、利用回線規模が大きい程現行適用されている料金水準（ユーザ約款ベース）より大幅に高くなる傾向にあります。（別紙参照）
○　ユーザ向け料金にもあるように、通常の料金は、回線単位が大きくなるほど、設備の効率化が図られ料金水準も低廉化される構造になっていますが、今回申請された料金水準は、ユーザ向け料金の回線規模による効率化と比べると格段に悪い結果となっています。
　　 これが真実であれば、ＮＣＣ側が知ることの出来ない本機能の回線収容設計において、非常に効率の悪い収容設計を行っていると推測されます。
　（参考）
　・交換伝送機能　　　       ２４回線の料金水準を１とした場合、９６回線約４倍　６７２回線約８倍

                            　２０１６回線約１０倍
　・中継伝送機能（専用型）　２４回線の料金水準を１とした場合、９６回線約４倍　６７２回線約１５倍

                              ２０１６回線約２４倍
○　今後更に多種多様な接続が行われること、またＮＴＴ地域での新ノード装置の導入等により本機能を利用したＧＣ接続の回線規模が更に大規模になることを鑑みると、今回申請のあった料金水準では、上述の接続の弊害となる上、引いてはＧＣ接続自体の接続規制を実質的に行っていることに他ならないと考えます。
　　 つきましては、回線規模に則したコスト効率化を前提とした料金水準（せめて交換伝送機能と同等レベルにするべき）へと低廉化することを強く望みます。
○　なお、今回申請のあった算出根拠において、今回の水準となった要因を明確にしていただきたいと考えます。

ＮＴＴコミュニケーションズ（株）殿意見

· 今回の専用線の網使用料は、ＡＴＭ専用及び高速ディジタル・中継伝送機能（専用型）の５０Ｍ以上については、速度換算において高速・大容量になるほど単位あたりの料金が低減される係数が設定されていますが、高速ディジタル・中継伝送機能（専用型）の６Ｍ以下については、単純に「６４kb/s換算（６４kb/s×ｃｈ数）」を基本とした課金体系とされています。

· これら「６４kb/s換算」とされた６Ｍ以下の品目についても、程度の差こそあれ５０Ｍ以上と同様の低減化効果が見込まれるものと想定されることから、速度換算係数を見直すことを要望します。

また、ＡＴＭ専用及び高速ディジタル・中継伝送機能（専用型）の５０Ｍ以上についても、速度換算係数が固定化しないよう、一定期間経過後、伝送技術の進展状況を勘案して見直す措置を要望します。

ほか、ＫＤＤ殿からも同様の意見提出あり。

弊社意見書においても述べさせていただきましたが、今回設定された中継伝送機能（専用型）は、交換伝送機能の同速度品目に比べ高額であり、交換伝送機能に比較し大容量化による低廉化が小さいものとなっております。弊社としては、上記意見と同様、当該料金の見直しを早急に行っていただきたいと考えております。

３．交換伝送機能（ＡＴＭ専用線）の算定方式について

ＫＤＤ（株）殿意見

  従来の利用者料金を準用する方式から、今回新たに接続会計に基づくコストベースの接続料が算定されておりますが、営業費等の費用が控除されているにもかかわらずこれまで準用されていた利用者料金を接続料が上回る区分があり、特にＡＴＭ専用線でそうした区分が多くなっております。

  これは、実績原価に基づき接続料が算定されていることに起因していると想定されますが、利用者料金とのバランスも考慮し、ＡＴＭ専用線については将来原価方式による接続料算定を検討する必要があると考えます。

ほか、第二電電殿、東京通信ネットワーク殿からも同様の意見提出あり。

弊社意見書においても述べさせていただきましたが、ＡＴＭ専用線は需要が急速に伸びているにもかかわらず実績原価で算定されていることから、接続料金がユーザ料金を上回る区分が多くなったと想定しております。したがって、ＡＴＭ専用線につきましては、将来原価による算定を早急に導入していただきたいと考えます。

４．ＡＴＭ専用線等の問題点について

弊社意見書にて、ＡＴＭ専用線においてＶＰ（バーチャルパス）多重を行った際にＮＴＴ地域会社がコストを二重取りしている問題点を指摘させていただきました。別添資料のとおり、現在のユーザ料金設定の在り方を前提にした場合、交換伝送機能料金（ＡＴＭ専用等）にはコストの二重取りの問題がございますので、早急に見直しを行うことを強く要望いたします。

５．ＭＤＦ接続について

東京通信ネットワーク（株）殿意見

  ＮＴＴ東西地域会社は昨年末よりＡＤＳＬ接続サービスを試験サービスとして開始し、インターネットへのアクセスライン部分についてユーザー料金を規定しています。

  ＡＤＳＬ接続サービスについては、今後インターネット接続のアクセス方法の一つとして普及していくものと考えていますが、ＮＴＴ東西地域会社が設定する料金水準が当該サービス普及に大きな影響を及ぼすと思われます。

  つきましては、本格サービス実施時には、その料金の算定根拠を明確にし、接続事業者から意見が提出できるよう、ＮＴＴ東西地域会社はアクセスライン部分について、接続約款で規定すべきと考えます。

ＤＳＬ接続は、今後インターネット需要増大に対応する重要な手段であり、その料金水準や技術的条件はＮＴＴ東西地域会社のみならず接続事業者を含めた業界全体に大きな影響を与えるものと考えます。したがって、上記意見のとおり、接続約款において接続箇所・料金等を明確に定める必要があると考えます。

（株）四国情報通信ネットワーク殿意見

  今回、接続専用線について、端末回線伝送機能として端末回線部分のみのアンバンド料金が設定されていますが、この機能のみを利用するための接続箇所としてＭＤＦを追加していただくことを要望します。現在、ＤＳＬでの利用を前提としたＭＤＦ接続が試行されていますが、単に専用線の足回りとして端末回線を利用するケースは、技術面や品質面における特段の課題はないと考えられるにも拘わらず、手当がされていません。従って、専用線の足回り利用を前提とした標準的な接続箇所としてＭＤＦを追加し、接続機会の拡大を図っていただきたい。

また、ＮＴＴ地域会社のアクセス回線の利用拡大を図ることは、市内の競争促進ひいてはユーザー利便の向上に大きく寄与するものと考えております。したがって、技術面・品質における特段の課題がない接続については、上記意見のとおり早急に利用可能としていただきたいと考えます。

６．再意見書提出の在り方について

東京通信ネットワーク（株）殿意見

  ＮＴＴ接続約款案に関する現行のプロセスでは、ＮＴＴが申請した接続約款案に対して接続事業者が意見書を提出し、ＮＴＴが再意見書で反論する形になっています。ＮＴＴの反論に対する接続事業者からの再反論の機会はありません。接続事業者からの意見書には、ＮＴＴに算定根拠の詳細や確認を求めるような質問形式のものが少なくありませんが、現状のステップでは、ＮＴＴの回答を踏まえた上で接続事業者がさらに意見を述べる機会がありません。

  つきましては、ＮＴＴの再意見に対する接続事業者の再意見を述べる機会をぜひ設けていただきたく要望いたします。前項で述べたように、ＮＴＴ接続約款案の申請時期に期限を設けることにより、こうしたスケジュールを組むことは可能と考えます。

現行の意見・再意見書聴取手続では、ＮＴＴ東西地域会社の反論（再意見）と接続事業者の再意見が同時に提出されることから、接続事業者にとって再意見は、一回目意見の追加・補足に止まっております。反論に対して反駁できないことは、オープンな議論となり得ず、パブリックコメントが本来持つべき効用を半減するものと言えます。したがって、上記東京通信ネットワーク殿意見のとおり、接続約款申請者であるＮＴＴ東西地域会社の再意見に対し、接続事業者の意見を述べる機会を設けていただきたいと考えます。

 以   上 

NTTアクセスチャージ申請におけるATM専用線料金の問題点（弊社の場合）
１．料金構成の違い
(1)ATMｱｸｾｽ回線の月額料金は①～④にて構成される。なお、専用線のエンドエンド料金化以降の料金設定権及びｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ料金(以下A/C料金)範囲は以下の通り。


通常回線
端末回線多重ｻｰﾋﾞｽ[VP多重]を利用した場合


項　　　目
ﾕｰｻﾞｰ料金　
料金設定権
ｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ
ﾕｰｻﾞｰ料金　(親回線)
ﾕｰｻﾞｰ料金　(子回線※)
料金設定権
(親回線)
ｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ
(親・子回線

共通)

①
ﾈｯﾄﾜｰｸ区間基本回線専用料（加算料）
JT設定
Ｊ　　Ｔ
対　象
JT設定
JT設定
Ｊ　　Ｔ
対　象

②
ｱｸｾｽ区間専用料(基本料)
JT設定
Ｊ　　Ｔ
対　象
NTT設定
不要
NTT地域
対　象

③
屋内配線料
※二芯式(DSU利用時)の場合のみ必要
NTT設定
NTT地域
対象外
NTT設定
不要
NTT地域
対象外

④
回線終端装置使用料(ONU/DSU)
NTT設定
NTT地域
対象外
NTT設定
不要
NTT地域
対象外

※弊社の料金設定権の対象となるものは①加算料のみ

２．ATM回線のA/C料金申請での問題点
・専用線のエンドエンド化の際、料金設定権を中継ｷｬﾘｱに譲渡したが、親回線の基本料部分の料金設定権を譲渡しなかったため、今回NTT地域が申請しているA/C料金設定範囲とにズレが生じている。。従って、NTT地域はVP多重ｻｰﾋﾞｽ利用時のATMｱｸｾｽ回線基本料部分については、中継ｷｬﾘｱへのA/C料金請求と共にﾕｰｻﾞｰにも提供ﾀﾘﾌとして請求を行っている。
・また、子回線については、VP多重ｻｰﾋﾞｽ利用時において、NTT地域は基本料部分を提供していないにも関わらず、A/C料金はVP多重を行わない場合と同額である。

　⇒VP多重ｻｰﾋﾞｽ利用回線は、実質的に基本料部分の二重取りとなっている
· VP多重利用の有無に関わらず、基本料部分については、ﾕｰｻﾞｰ向けに設定している料金(二芯式ﾀｲﾌﾟ2の場合：133,000円／一芯式ﾀｲﾌﾟ2の場合：65,000円)と、A/Cとして設定している料金(二芯式ﾀｲﾌﾟ2の場合：15,150円／一芯式ﾀｲﾌﾟ2の場合：8,059円)とに大きな乖離(二芯式で最大：117,850円／一芯式で最大：56,941円)がある。

⇒VP多重ｻｰﾋﾞｽ利用回線については、ユーザ料金タリフの見直しもしくは中継事業者へのA/Ｃの減額（ＮＴＴ地域会社が基本料として回収しているコスト）が必要である
３．その他
ATMｱｸｾｽ回線と同様に、高速ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙＩｲﾝﾀﾌｪｰｽ回線における多重ｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ利用の場合も同様な設定権とA/C料金対象範囲の不一致が発生しているので併せて見直しをお願いしたい。
以  上

＜参考：料金図（基本料と加算料について）＞
















































別  紙























端末回線多重ｻｰﾋﾞｽ[VP多重]を利用した場合


親回線＝ＪＴ、子回線＝ＮＴＴの場合














別  添








ＪＴが支払（交換伝送・端末回線伝送）








ｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ料金











ﾕｰｻﾞｰ向け料金














ﾈｯﾄﾜｰｸ区間をＶＰ多重
























































ＡＣ支払は


同じ











ＮＴＴは自らが基本料として回収している区間についても、アクセスチャージを請求





ＮＴＴが加算料を設定・回収





ＮＴＴが基本料を設定・回収





子回線





親回線





子回線





親回線





ＮＴＴ網





端末回線多重ｻｰﾋﾞｽ[VP多重]を利用しない場合た場合





ＪＴが加算料のみ設定・回収





ＰＯＩ





ＪＴ網





ＮＴＴ市外局ーザー





ＮＴＴ市内局





ユーザー





ﾕｰｻﾞｰ向け料金





ｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ料金





ＪＴが支払（交換伝送・端末回線伝送）





ＪＴがすべて設定・お客様から回収





ＰＯＩ





ＪＴ網





ＮＴＴ市外局ーザー





ＮＴＴ市内局





ユーザー








